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総社市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は，行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律（平成１４年法律第１５

１号）及び同法に基づく命令（以下「法令」という。）並びに総社市行政手続等における情報通信の

技術の利用に関する条例（平成２９年総社市条例第  号。以下「条例」という。）及び総社市行政

手続等における情報通信の技術の利用に関する条例施行規則（平成２９年総社市規則第  号。以下

「規則」という。）の施行に関し，必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱で使用する用語は，法令並びに条例及び規則で使用する用語の例による。 

２ この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。 

（１）電子申請システム 市が電子申請に係る情報処理を行う電子計算機をいう。 

（２）電子申請 電子情報処理組織を使用して行う申請等をいう。 

（３）主務課等 申請等を所掌する各課室及び各出先機関をいう。 

（４）利用者 電子申請を行う者をいう。 

（５）一般利用手続 利用者が電子申請システムに識別番号及び暗証番号を設定（次号において「識別

番号等の設定」という。）した後に電子申請が可能となる手続をいう。 

（６）特定利用手続 利用者が識別番号等の設定をした後に市長の承認を受けることにより，電子申請

が可能となる手続をいう。 

 （利用者の使用に係る電子計算機の技術的基準等） 

第３条 規則第４条第１項に規定する申請等を行う者の使用に係る電子計算機の技術的基準は，次の各

号に掲げる機能のすべてを備えたものとする。 

（１）市の使用に係る電子計算機で提供されている様式に入力できる機能 

（２）市の使用に係る電子計算機と通信できる機能 

２ 利用者が，規則第４条第１項ただし書の規定により書面等を提出するときは，市の機関が電子申請

を行った者に対して付与する受付番号を当該書面等に表示して，当該書面等を速やかに提出しなけれ

ばならない。 

３ 規則第４条第２項ただし書に規定する措置は，利用者が電子申請システムで設定した識別番号及び

暗証番号を入力することにより行う。 

 （特定利用手続の承認） 

第４条 特定利用手続の申請等を行う利用者は，必要に応じてあらかじめ市長へ所定の特定利用手続に

係る利用者登録申請書を提出するものとする。 

２ 市長は，前項の申請が適当と認められる場合は，当該特定利用手続の承認を行うものとする。 

（受信確認） 

第５条 主務課等の事務担当者は，電子メールの受信状況を定期的に確認する等，電子申請の状況を遅

滞なく把握するよう努めるものとする。 

（収受） 

第６条 電子申請システムにより電子申請を受信したときは，当該主務課等の事務担当者は，次のとお

り当該電子申請に係る事務を処理するものとする。 

（１）電子申請システムに登録した審査用の識別番号及び暗証番号により審査サイトヘログインして，

受信した電子申請を検索するものとする。 

（２）電子申請の提出先を確認し，利用者が送信先を誤っているときは，速やかに提出先変更等の措置

を行うものとする。 

（３）規則第４条第２項ただし書の規定により電子署名を要しない場合を除き，利用者の電子証明書の



本人情報及び有効期限等の確認並びに署名検証を行い，不備等があるときは，利用者に確認するも

のとする。 

（４）受信した電子申請の形式（記載内容を含む。以下同じ。）を確認し，形式上の誤りがないときは，

速やかに処理するものとする。 

（５）受信した電子申請の形式を確認し，形式上の誤りや不足がある場合（添付書類を別途提出する場

合において提出がないときを含む。）は，利用者に対して補正するよう電子申請システムにより通

知するものとする。 

（処理の完了） 

第７条 処理が完了したときは，主務課等の事務担当者は，電子申請システムにより処理完了の措置を

行うものとする。 

（システムの不具合等） 

第８条 主務課等の事務担当者は，電子申請システムについて不具合等が発生した場合は，速やかに情

報担当課職員に報告し，その指示に従うものとする。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は，市長が別に定める。 

   附 則 

この告示は，平成２９年７月１日から施行する。 

 


